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件   名  亀山市個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例  
企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律」（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」といいます。）の施行に伴

い、平成２７年１０月から個人番号の通知が行われ、平成２８年１月から個

人番号の利用が始まります。 

個人番号の利用については、番号法により社会保障、地方税及び災害対策

に関する特定の事務において利用することが定められており、市が個人番号

を利用する場合には、その事務と利用範囲を条例で定める必要があります。 

特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報）の提供についても、

番号法により定められており、同じ市の機関であっても市長部局と教育委員

会部局との間で特定個人情報を提供する場合、その事務と提供範囲を条例で定

める必要があります。 

これらに対応するため、本条例を制定するものです。 

２ 制定内容 

（１）番号法の規定に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し必

要な事項を定めるものとします。 ＜第１条関係＞ 

（２）条例における用語の意義を定めます。 ＜第２条関係＞ 

（３）市は、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取扱

いを確保するために必要な措置を講ずるものとするなど、市の責務を定め

ることとします。 ＜第３条関係＞ 

（４）番号法の規定により、市が、個人番号を利用できる事務について、次の

とおり定めることとします。 ＜第４条及び別表関係＞ 

ア 市長部局が行う福祉医療費の助成に関する事務であって規則で定める

もの 

イ 市長部局と教育委員会部局のそれぞれが行う番号法に規定された事務 

（５）市長部局または教育委員会部局は、番号法に規定された事務について、

その事務を処理するために必要な限度でそれぞれに提供できることとしま 
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す。 ＜第５条関係＞ 

（６）条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めます。 ＜第６条関係＞ 

３ その他 

施行日は、平成２８年１月１日とします。 
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件   名  亀山市病院事業の設置等に関す

る条例  
医療センター事務局 
医 事 管 理 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

本市の病院事業につきましては、平成２年６月に「亀山市立医療センター」

を開設し、現在まで地域医療を支える役割を果たしてきました。  

しかしながら、昨今の厳しい経営状況に加え、地域医療における環境も刻々

と変化していることから、病院事業の業務の執行に関し広範囲な権限を持つ

病院事業管理者を設置して、保健・医療・福祉が一体となって地域医療を提

供する体制を整備し、病院の自立性を高めるとともに経営基盤の確立を目指

していく必要があります。  

このことから、これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の

規定のうち財務規定等のみを適用していました本市の病院事業につきまして

は、平成２８年４月１日から地方公営企業法の規定の全部を適用することと

し、併せて本条例の規定を全般的に見直すため、本条例を全部改正するもの

です。  

２ 改正内容  

（１）市民の健康保持に必要な医療を提供するため、病院事業を行う病院とし

て「亀山市立医療センター」を設置することとします。 ＜第１条関係＞  

（２）これまで地方公営企業法の規定のうち財務規定等のみを適用していまし

た本市の病院事業について、平成２８年４月１日から地方公営企業法の規

定の全部を適用することとします。 ＜第２条関係＞  

（３）従前どおり、亀山市立医療センターにおける診療科目は内科、外科、整

形外科及び眼科の４科、病床数は一般病床１００床とすることとします。  

 ＜第３条関係＞  

（４）病院事業管理者の職名は、「地域医療統括官」とし、病院事業管理者の

権限に属する事務を処理させるための組織として、「亀山市立医療センタ

ー」を置くこととします。 ＜第４条関係＞  
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（５）取得又は処分をする場合に地方公営企業法の規定により予算で定めなけ

ればならない病院事業の用に供する資産は、予定価格が２，０００万円以

上の不動産などであることとします。 ＜第５条関係＞ 

（６）病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、賠償額が１０

万円以上である場合は、議会の同意を得なければならないこととします。 

 ＜第６条関係＞  

（７）負担附きの寄附の受領等でその金額が１００万円以上のもの及び損害賠

償の額の決定でその金額が５０万円以上のものは、議会の議決を得なけれ

ばならないこととします。 ＜第７条関係＞ 

（８）病院事業管理者は、病院事業の業務の状況を説明する書類を、半期ごと

に市長へ提出しなければならないこととします。 ＜第８条関係＞  

（９）条例の施行に関し必要な事項は、病院事業管理者が定めることとします。  

＜第９条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２８年４月１日とします。  
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件   名  亀山市病院事業企業職員の給与

の種類及び基準に関する条例  
医療センター事務局 
医 事 管 理 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定のうち財務

規定等のみを適用していました本市の病院事業につきましては、平成２８年

４月１日から地方公営企業法の規定の全部を適用することとしています。  

同法第３８条第４項において、企業職員の給与の種類及び基準は、条例で

定めると規定されていることから、病院事業職員の給与の種類及び基準を定

めるため、本条例を制定するものです。  

２ 制定内容  

（１）地方公営企業法の規定に基づき、病院事業企業職員の給与の種類及び基

準に関し必要な事項を定めるものとします。 ＜第１条関係＞  

（２）給与の種類は、給料及び手当とします。なお、手当の種類は、市長部局

の職員に対して支給される手当と同一の種類とし、その基準は市長部局の

職員に対して支給される手当と同様の基準で定めることとします。  

 ＜第２条及び第４条から第１７条まで関係＞  

  ≪手当の種類≫  

  ① 扶養手当  ② 地域手当  ③ 通勤手当  ④ 住居手当  

  ⑤ 管理職手当  ⑥ 管理職員特別勤務手当  ⑦ 時間外勤務手当  

⑧ 休日勤務手当  ⑨ 夜間勤務手当  ⑩ 宿日直手当  

  ⑪ 期末手当  ⑫ 勤勉手当  ⑬ 特殊勤務手当  ⑭ 退職手当  

（３）給料については、職員の職務の種類に応じ、必要な種類の給料表を設け

るものとします。なお、給料表は、地方公営企業法の規定の趣旨に従って

定めなければならないこととします。 ＜第３条関係＞  

（４）給与の額については、地方公営企業法の趣旨及び市長部局の職員の給与

の額を考慮して、病院事業管理者が定めることとします。  

＜第１８条関係＞  

（５）給与の減額の基準については、市長部局の職員の基準に合わせて定める

こととします。 ＜第１９条関係＞  
 
 
 



6 
 

（６）休職者の給与については、病院事業管理者が定める管理規程により支給

できることとします。 ＜第２０条関係＞  

（７）病院事業管理者の許可を受けて、労働組合の役員として専ら労働組合の

業務に従事する職員に対しては、給与を支給しないこととします。  

＜第２１条関係＞  

（８）育児休業中の職員に対しては、給与を支給しないこととします。ただし、

病院事業管理者が定めた期間内において勤務した期間のある職員に対して

は、期末手当及び勤勉手当をそれぞれ支給できることとします。  

＜第２２条関係＞  

（９）非常勤職員等の給与については、職員の給与とのバランスを考慮して支

給することとします。 ＜第２３条関係＞  

（１０）再任用職員等に対しては、扶養手当、住居手当及び退職手当を支給し

ないこととします。 ＜第２４条関係＞  

（１１）条例の施行に関し必要な事項は、病院事業管理者が定めることとしま

す。 ＜第２５条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２８年４月１日とします。  
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件   名  亀山市看護師等入学支度金及び

修学資金貸与条例  
医療センター事務局 
医 事 管 理 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

亀山市立医療センター（以下「医療センター」といいます。）における看

護師又は准看護師（以下「看護師等」といいます。）の要員確保につなげる

ため、市は、看護師等を養成する学校その他の養成施設に修学し、養成施設

を卒業後、医療センターにおいて看護師等として勤務しようとする者に対し

て、入学支度金及び修学資金を貸与しています。  

現在、入学支度金及び修学資金の貸与につきましては亀山市看護師等修学

資金貸与規則（平成１７年亀山市規則第６８号）により、貸与した入学支度

金及び修学資金の返還免除につきましては亀山市看護師等修学資金返還免除

に関する条例（平成１７年亀山市条例第９７号）により運用しています。  

これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定のうち財務

規定等のみを適用していました本市の病院事業に、平成２８年４月１日から

地方公営企業法の規定の全部を適用するに当たり、入学支度金及び修学資金

の貸与について新たに１つの条例として整備するため、本条例を制定するもの

です。  

２ 制定内容  

（１）看護師等を養成する養成施設に修学し、養成施設を卒業後、医療センタ

ーにおいて看護師等として勤務しようとする者に対して貸与する入学支度

金及び修学資金に関して必要な事項を定めるものとします。  ＜第１条関係＞  

（２）病院事業管理者は、看護師等の養成施設に入学しようとする者又は在学

する者で、養成施設を卒業後、医療センターに看護師等として勤務しよう

とするものに対して、予算の範囲内において無利息で入学支度金又は修学

資金（以下「入学支度金等」といいます。）を貸し付けることとします。  

 ＜第２条関係＞  

（３）入学支度金の貸与額は、年額７２万円以内において病院事業管理者が定

めることとします。また、修学資金の貸与額は、次の額以内において病院

事業管理者が定めることとします。ただし、入学支度金を貸与した者に対  
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する入学年度における修学資金の貸与額は、貸与した入学支度金と修学資

金との合算額が、年額７２万円を超えないものとします。   ＜第３条関係＞  

ア 看護師の養成施設に在学している者 月額６万円  

  イ 准看護師の養成施設に在学している者 月額１万５，０００円  

（４）入学支度金等の貸与を受けようとする者は、保証人を立なければならな

いこととします。 ＜第４条関係＞  

（５）入学支度金等の貸与の決定を受けた者が、養成施設に入学することをや

めたとき、養成施設を退学したときなど、入学支度金等の貸与の目的を達

成する見込みがなくなったときは、貸与の決定を取り消すこととします。  

 ＜第５条関係＞  

（６）入学支度金等の貸与の決定が取り消されたり、医療センターに看護師等

として採用されなかったりした場合は、貸与を受けた入学支度金等を１年

以内に返還しなければならないこととします。 ＜第６条関係＞  

（７）養成施設に引き続き在学している場合などやむを得ない理由があるとき

は、入学支度金等の返還を猶予することができるものとします。  

＜第７条関係＞  

（８）入学支度金等の貸与を受けた者が、養成施設を卒業後、医療センターの

看護師等として修学資金の貸与期間以上勤務した場合に、貸与した入学支

度金等の返還を免除するなどの規定を設けることとします。  

＜第８条及び第９条関係＞  

（９）入学支度金等の返還が返還期日までになされなかった場合は、遅延損害

金として、年７．３％の延滞利息を課すこととします。  

 ＜第１０条関係＞  

（１０）条例の施行に関し必要な事項は、病院事業管理者が定めることとしま

す。 ＜第１１条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）附則において、亀山市看護師等修学資金返還免除に関する条例（平成１７

年亀山市条例第９７号）は、廃止します。  
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件   名  
病院事業に地方公営企業法の規

定の全部を適用することに伴う

関係条例の整備に関する条例  

医療センター事務局 
医 事 管 理 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定のうち財務

規定等のみを適用していました本市の病院事業につきましては、平成２８年

４月１日から地方公営企業法の規定の全部を適用することとしています。こ

れに伴い、改正が必要となる関係条例について、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

≪第１条関係≫  

亀山市情報公開条例の一部改正 

公文書を公開する責務を有する「実施機関」に病院事業管理者を加えるこ

ととします。 ＜第２条関係＞ 

≪第２条関係≫ 

亀山市個人情報保護条例の一部改正 

適切な個人情報の取扱いを確保し、市の施策を通じて個人情報の保護に努

める責務を有する「実施機関」に病院事業管理者を加えることとします。 

＜第２条関係＞ 

≪第３条関係≫ 

亀山市防災会議条例の一部改正 

防災会議の委員に病院事業管理者を加えることとします。 ＜第３条関係＞  

≪第４条関係≫ 

亀山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正  

第７条の「亀山市職員の旅費に関する条例の一部改正」において、病院事

業管理者を設置することに伴い、その病院事業管理者の旅費の支給基準を追

加することから、これを引用する条項を整理します。 ＜第６条関係＞  

≪第５条関係≫ 

亀山市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正  

第７条の「亀山市職員の旅費に関する条例の一部改正」において、病院事 
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業管理者を設置することに伴い、その病院事業管理者の旅費の支給基準を追

加することから、これを引用する規定を整理します。 ＜別表関係＞  

≪第６条関係≫ 

亀山市職員給与条例の一部改正 

病院事業企業職員の給与の種類及び基準については、別に条例で定めるこ

とから、次のとおり改正することとします。 

（１）病院に勤務する医療職に関する給料表を削り、これに関係する条項を整

理します。 ＜第４条、第６条、第８条、附則第１１項及び別表関係＞  

（２）病院に勤務する医療職に関する手当の規定を整理します。  

 ＜第２６条、第４１条、第４４条、第４９条及び第５０条関係＞  

≪第７条関係≫ 

亀山市職員の旅費に関する条例の一部改正  

地方公営企業法の規定の全部を適用することに伴い設置される病院事業管

理者の旅費の支給基準については、市長、副市長及び教育長と同じ支給基準

で定めることとします。また、亀山市立医療センターの院長の旅費の支給基

準については、病院事業管理者が定めることから、本条例の規定から削除す

ることとします。 ＜第２条及び別表関係＞ 

≪第８条関係≫ 

亀山市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

病院事業企業職員の給与の種類及び基準については、別に条例で定めるこ

とから、本条例については、企業職員のうち水道事業企業職員及び工業用水

道事業企業職員の職員のみに適用されるものであることを明確にすることと

します。 ＜題名、第１条及び第２条関係＞ 

≪第９条関係≫ 

亀山市立医療センター使用料及び手数料条例の一部改正  

使用料及び手数料に関する権限については、市長から病院事業管理者に委

譲されることから、市長を病院事業管理者に改めることとします。 

＜第３条から第５条まで及び別表関係＞ 
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≪第１０条関係≫ 

亀山市消防団条例の一部改正 

第７条の「亀山市職員の旅費に関する条例の一部改正」において、亀山市

立医療センターの院長の旅費の支給基準の規定を削除することから、これを

引用する条項を整理します。 ＜第１４条関係＞ 

≪第１１条関係≫ 

亀山市まちづくり基本条例の一部改正 

市民の参加及び協働によるまちづくりを進めるよう努めなければならない

などの責務を有する「執行機関」に病院事業管理者を加えることとします。 

 ＜第２条関係＞ 

≪第１２条関係≫  

亀山市の私債権の管理に関する条例の一部改正 

病院事業管理者は、病院事業における債権の管理について責務を有するこ

とから、本条例の規定により債権の管理を行うものとして病院事業管理者を

加えることとします。なお、病院事業管理者が放棄した債権については、市

長が議会に報告することとします。 ＜第４条から第８条まで関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）第３条の「亀山市防災会議条例の一部改正」について、この改正に伴い

新たに委員となる者の任期は、平成２９年３月３１日までとする経過措置

を定めます。 
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件   名  亀山市職員定数条例の一部を改

正する条例  
企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定のうち財務

規定等のみを適用していました本市の病院事業につきましては、平成２８年

４月１日から地方公営企業法の規定の全部を適用することとしています。  

また、関幼稚園及び関保育園につきましては、平成２８年４月１日から新

たに認定こども園となります。  

これらのことから、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）本条例の対象となる職員の表記を「本市に常時勤務する一般職の職員」

に改めることとします。 ＜第１条関係＞  

（２）病院事業及び認定こども園に係る職員の定数について、次のとおり整備す

ることとします。 ＜第２条関係＞  

ア 病院事業の職員の定数については、市長の事務部局の職員の定数から

減じ、地方公営企業の職員において別に１００人と定めます。  

イ 地方公営企業の職員の定数において、病院事業の職員の定数を定める

ことに伴い、水道事業の職員の定数の区分を新たに設けます。  

ウ 幼稚園の所管は教育委員会であり、認定こども園の所管は市長である

ことから、幼稚園から認定こども園に配置換えとなる職員３人について

は、教育委員会の所管に属する職員の定数から減じ、市長の事務部局の

職員の定数に加えます。  

３ その他  

施行日は、平成２８年４月１日とします。 
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件   名  亀山市特別職報酬等審議会条例

の一部を改正する条例  
企画総務部 

人事情報室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」（平

成２６年法律第７６号。以下「改正法」といいます。）が平成２７年４月１

日に施行されたことに伴い、同法の施行後に新たに任命される教育長につい

ては、特別職となります。  

また、本市の病院事業につきましては、平成２８年４月１日から地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定の全部を適用し、特別職である

病院事業管理者を置くこととしています。  

これらのことから、教育長及び病院事業管理者の給料の額について、特別

職報酬等審議会の審議の対象とするため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

市長の諮問に応じて特別職報酬等審議会が審議する特別職の報酬等の額に、

教育長及び病院事業管理者の給料の額を加えることとします。  

 ＜第１条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、公布の日とします。 

（２）改正法の経過措置により在職する教育長については、一般職であること

から、この条例の規定を適用しないこととする経過措置を設けます。  
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件   名  亀山市税条例等の一部を改正す

る条例  

財 務 部 

納 税 室 

税 務 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

平成２６年度の国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）等の改正では、

円滑・適正な納税のための環境整備を図るため、国税の納税の猶予制度の見

直しが行われ、これまでの納税者からの申請による納税の猶予及び税務署長

の職権による換価の猶予に加え、納税者からの申請による換価の猶予を新設

するなどの改正が行われました。  

このことから、地方税の納税の猶予制度についても見直しが行われ、地方

税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）による地方税法の改

正の一部が平成２８年４月１日に施行されることに伴い、市の条例において

も納税の猶予制度について規定する必要があるため、所要の改正を行うもの

です。  

なお、この改正により、市独自の規定ができるよう条例委任事項が設けら

れていますが、国から条例委任事項に関する基準等が示されていないことか

ら、その内容について県内で調整を図ることを目的に県内１４市が集まり検

討を行った結果、条例委任事項については国税徴収法等の取扱いに準じた内

容とすることとします。  

また、社会保障・税番号制度の導入に伴い、平成２８年１月１日から市が

作成する納付書及び納入書に法人番号を記載することとするため、亀山市税

条例の一部を改正しましたが、平成２７年１０月２日付け総務省通知により、

市が作成する納付書及び納入書には原則法人番号を記載しないこととされた

ため、亀山市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年条例第２６号）に

ついて、併せて所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

≪第１条関係≫  

【徴収猶予関係】  

（１）徴収猶予に係る分割納付については、猶予する期間内の各月（やむを得

ない事情があると認めるときは指定する月）に分割して納付するものとし  
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ます。また、分割して納付する、それぞれの納付期限や納付金額などを定

めたときは、それらを徴収猶予を受けた者に通知しなければならないこと

とします。 ＜新第５条の２関係＞  

（２）徴収猶予の申請手続等に関し条例で定める必要がある事項等について定

めることとします。 ＜新第５条の３関係＞  

ア 徴収猶予及び猶予の延長の申請に必要な記載事項及び書類について整

備を行います。  

イ 徴収猶予にあたって担保の提供を必要としない場合の滞納額を１００

万円以下、猶予期間を３か月以内とします。  

ウ 徴収猶予の申請書類及び添付書類に不備がある場合に訂正等をしなけ

ればならない期限は、通知を受けた日から２０日以内とします。  

エ 地方税法に定めるもののほか、徴収猶予及び猶予の延長を認めないこ

とができる場合は、財産状況等からみて猶予が適当でないと市長が判断

した場合とします。  

（３）新たに滞納となったときに徴収猶予を取り消すことができる債権の種類

は、地方自治法第２４０条第１項に規定する債権（全ての金銭債権）とし

ます。 ＜新第５条の４関係＞  

【職権による換価の猶予関係】  

（４）職権による換価の猶予について定めることとします。  

 ＜新第５条の５関係＞  

ア 換価の猶予に係る分割納付については、猶予する期間内の各月（やむ

を得ない事情があると認めるときは指定する月）に分割して納付するも

のとします。また、その他の分割納付に関する取扱いについては徴収猶

予の規定を準用します。  

イ 換価の猶予及び猶予の延長の申請に必要な記載事項及び書類について

整備を行います。  

ウ 新たに滞納となったときに徴収猶予を取り消すことができる債権の種

類は、地方自治法第２４０条第１項に規定する債権（全ての金銭債権）

とします。  
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 【申請による換価の猶予関係】  

（５）申請による換価の猶予について定めることとします。  

＜新第５条の６関係＞  

ア 申請による換価の猶予の申請期限を納期限から６か月以内とします。  

イ 他に滞納が存する場合に換価の猶予を認めないことになる債権の種類

を地方自治法第２４０条第１項に規定する債権（全ての金銭債権）とし

ます。  

ウ 地方税法で定めるもののほか、滞納者の状況により換価の猶予を適用

しない場合は、財産状況等からみて猶予が適当でないと市長が判断した

場合とします。  

エ 換価の猶予に伴う分割納付については、猶予する期間内の各月（やむ

を得ない事情があると認めるときは指定する月）に分割して納付するも

のとします。  

  オ 換価の猶予及び猶予の延長の申請に必要な記載事項及び書類について

整備を行います。  

  カ 換価の猶予の申請書類及び添付書類に不備がある場合に訂正等をしな

ければならない期限は、通知を受けた日から２０日以内とします。  

  キ 地方税法で定めるもののほか、換価の猶予及び猶予の延長を認めない

ことができる場合は、財産状況等からみて猶予が適当でないと市長が判

断した場合とします。  

  ク 新たに滞納となったときに換価の猶予を取り消すことができる債権の

種類は、地方自治法第２４０条第１項に規定する債権（全ての金銭債権）

とします。  

（６）換価の猶予にあたって担保の提供を必要としない場合の滞納額を１００

万円以下、猶予期間を３か月以内とします。 ＜新第５条の７関係＞  

≪第２条関係≫  

（１）市が作成する納付書及び納入書には法人番号を記載しないこととします。  

 ＜平成２７年改正条例第２条関係＞  

（２）各税目ごとの規定について、「法人番号」を「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律に規定する法人番号」と  
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する等の整備を行います。  

 ＜平成２７年改正条例第２６条、第６９条、第９６条、第１２５条、第

１３９条及び改正附則第１条関係＞  

３ その他  

≪第１条関係≫  

施行日は、平成２８年４月１日とします。  

≪第２条関係≫  

  施行日は、公布の日とします。  

 

（参考）  

換価の猶予とは、すでに差し押さえされている財産、あるいは今後差し押

さえの対象となりうる財産の換価処分（公売等）を、一定の要件に該当した

場合に猶予し、分納を認めるという制度です。  
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件   名  
亀山市市税等の滞納者に対する

行政サービスの制限の措置に関

する条例の一部を改正する条例  

財 務 部 

納 税 室 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

本条例は、市税その他の市の歳入（以下「市税等」といいます。）を滞納

している者に対して、行政サービスの制限の措置を執ることにより、市税等

の納付に対する公平性の確保及び健全な財政運営に寄与することを目的とし

ています。  

平成２８年４月から市に認定こども園を設置することから、認定こども園

の利用者負担額等を滞納している者について、行政サービスの制限の措置の

対象とするため、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

行政サービスの制限の措置の対象とすることができる市税等として、新た

に認定こども園利用者負担額等を加えることとします。また、関幼稚園が認

定こども園になることから、これまで対象としていなかった幼稚園利用者負

担額についても行政サービスの制限の措置の対象とすることとします。  

 ＜第２条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）附則において、次の条例の一部を改正し、それぞれの条例において行政

サービスの制限の措置の対象としている市税等に、本条例により新たに制

限の措置の対象となった歳入を加えます。  

ア 亀山市産業振興条例（平成１７年亀山市条例第１１９号）  

イ 亀山市公共下水道条例（平成１７年亀山市条例第１３１号）  

ウ 亀山市営住宅条例（平成１７年亀山市条例第１３５号）  

エ 亀山市子どもの出生祝金条例（平成２３年亀山市条例第３４号）  

＜参考＞現在、行政サービスの制限の措置の対象となる市税以外の市の歳入  

①  保育所利用者負担額等   ②  農業集落排水施設使用料  

③  市営住宅使用料      ④  公共下水道使用料  

⑤  公共下水道受益者負担金等  
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件   名  亀山市手数料条例の一部を改正

する条例 

市民文化部戸籍市民室 

地域づくり支援室

財務部税務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  特定の市民に提供されるサービスの対価である使用料・手数料の受益者負

担金については、公平性の観点から適正化を図るため、第２次亀山市行財政

改革大綱前期実施計画に基づき見直しを進めています。各種証明書交付等の

手数料については、「受益者負担の適正化に関する基準」に基づき、交付に

係る経費や近隣自治体の手数料を考慮し、料金設定の妥当性を検証したとこ

ろ、住民基本台帳の一部の写しの閲覧手数料等の手数料について見直す必要

があることから、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

次の手数料を２００円から３００円に改定します。 ＜別表第１関係＞  

（１）住民基本台帳の一部の写しの閲覧手数料  

（２）住民票又は戸籍の附票の写しの交付手数料  

（３）住民票記載事項証明書交付手数料  

（４）印鑑登録証の交付手数料  

（５）印鑑登録証明書の交付手数料  

（６）認可地縁団体印鑑登録証明書の交付手数料  

（７）死体埋火葬許可証再交付手数料  

（８）身分に関する証明書交付手数料  

（９）固定資産課税台帳の閲覧手数料  

（１０）公簿、公文書又は図面の謄本又は抄本の交付手数料  

（１１）公簿、公文書又は図面の閲覧手数料  

（１２）租税公課に関する証明書交付手数料  

（１３）固定資産に関する証明書交付手数料  

（１４）営業に関する証明書交付手数料  

（１５）その他の証明手数料  

３ その他  

施行日は、平成２８年４月１日とします。  
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件   名  亀山市国民健康保険税条例の一

部を改正する条例 

市民文化部 

保険年金室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２７年政令第１６１号。以下

「政令」といいます。）により、平成２７年４月１日から国民健康保険税の

基礎課税額等の課税限度額が引き上げられたため、所要の改正を行うもので

す。  

２ 改正内容  

国民健康保険税の基礎課税額（医療分）、後期高齢者支援金等課税額（後

期高齢者支援金分）及び介護納付金課税額（介護分）の課税限度額を政令で

定める課税限度額に改正します。 ＜第２条及び第２６条関係＞  

 現行  改正後  

基礎課税額  ５１万円  ５２万円  

後期高齢者支援金等課税額  １６万円  １７万円  

介護納付金課税額  １４万円  １６万円  

合  計  ８１万円  ８５万円  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）改正後の規定は、平成２８年度以降の年度分の国民健康保険税について

適用することとします。  

（３）附則において、亀山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成

２５年亀山市条例第２８号）の一部を改正し、附則第１９項中「配当所得」

を「利子所得、配当所得及び雑所得」に改める改正規定の施行日を、平成

２９年１月１日から平成２８年１月１日に改めることとします。  
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件   名  亀山市交通遺児援護金給付条例

を廃止する条例  

健 康 福 祉 部 
子ども総合センター 
子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

本条例は、交通事故により父母を亡くした１８歳未満の者（以下「交通遺

児」といいます。）に交通遺児援護金を給付することにより、交通遺児を援

護し、福祉の増進を図ることを目的としています。  

旧亀山市において交通遺児援護金給付条例が制定された前年の昭和４５年

に最多となった全国の交通事故による死者数は、平成１３年から１４年連続

して減少し、平成２６年の死者数は４分の１以下となっています。  

また、近年、交通遺児の生活支援については、児童扶養手当や遺族年金等

の制度による充実が図られています。  

これらのことから、交通遺児援護金の給付を見直し、本条例を廃止するも

のです。  

２ 廃止内容  

本条例を廃止します。  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）本条例の規定による受給資格の認定を受けた者に対する給付について

は、なお従前の例によるとする経過措置を設けます。  

 

（参考）  

 ・給付金給付額 月額２，０００円  

 ・現在の給付人数 ２人  

 ・給付人数及び給付額（年額）の推移  
年度  支給人数 (人 )  給付額 (千円 )   年度  支給人数 (人 )  給付額 (千円 )  
H17  11  202   H22  4  96  
H18  9  180   H23  4  78  
H19  6  130   H24  3  54  
H20  5  120   H25  3  66  
H21  5  112   H26  3  72  
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件   名  亀山市国民宿舎関ロッジ条例を

廃止する条例  

市民文化部  
関 支 所 
観光振興室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

国民宿舎関ロッジは、市民及び旅行者の保養及び健康の増進に寄与し、併

せて観光事業の発展に資するため、昭和４２年に設置されました。  

しかしながら、近年は、市内への多数のビジネスホテルの立地、民間によ

る事業活動、他の公共施設の整備等により、その公的な役割は小さくなって

います。また、今後、国民宿舎関ロッジの運営を継続的に行っていくために

は、赤字収支に対する補てん、施設の老朽化に対する設備更新費等に多額の

公費の投入が必要となることが見込まれます。  

これらのことから、国民宿舎関ロッジの在り方を検討したところ、運営を

継続しないものとする方針と決定したため、本条例を廃止するものです。  

２ 廃止内容  

本条例を廃止します。  

３ その他  

施行日は、公布の日とします。  
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